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研究成果の概要（和文）：本研究を通して得られた知見は、以下の通りである。
(1）若年移行期の構造変容のもと、日本を含む先進諸国で展開されている若者支援実践・政策の評価・分析における「
ユースワークの価値（場とプロセス）」の意義と有効性、(2) ユースワークの価値を明確化する上でSocial Pedagogy
が果たす貢献、意義、 (3）ユースワークの価値（場とプロセス）を担保する「専門性と公共性」を明らかにするため
の仮説的なカギ概念の抽出。具体的には、①実践の記録化（物語化）と集団的分析、②実践の評価（ふりかえり）シス
テム、③上記①②などの主宰者としての同業者組織、④行政、同業者組織、労働組合、現場間のガバナンスシステム。
研究成果の概要（英文）：Findings of this research are as follows; (1) Significance of values(process and 
space) of youth work in order to evaluate and analyze youth support works and policies which are 
organized under transformation of youth transitions among developed countries including Japan. (2) 
Contribution of Social Pedagogy in order to identify values of youth work, (3) What develop 
professionalism and publicness of youth work which maintain its values are ; ①Documentation of practices 
and analysis between workers, ②reflection and evaluation of practices, ③ professional associations, ④ 
governance system between administration, professional association, labour union and work places.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
(1)若者支援を取り巻く政策の動向 
日本では 1990 年代後半以降、「日本的雇
用」システムの瓦解から、高度経済成長期以
来の＜学校から仕事へ＞の若年移行過程
（youth transitions）に変容が生じ、｢フリ
ーター｣「ニート」など若者の社会的排除の
危機が社会問題化した。 
この状況を受けて 2003 年度から、5 省庁
合同による「若者自立挑戦プラン」が実施さ
れ始め、「ジョブ・カフェ」「ヤング・ジョブ・
スポット」「若者自立塾」「若者サポートステ
ーション」「基金訓練事業」など、若者自立
支援政策とされる政策領域が急速に形成さ
れてきた。 
 
(2)今日的課題 
この政策的動向は、いま新たな課題を喚起
している。それは、政策の成果実現に不可欠
な実践力の育成・蓄積であり、また、政策に
対する自律的で有効な評価枠組みの構築で
ある。二つの課題は相補的な関係にあり、い
ずれも事業を担う実践現場の成長と組織化
が鍵を握ると考えられるが、民間への低コス
トの事業委託と予算単年度主義を基本とす
る政策基調は、その条件づくりを阻みがちで
ある。そのため、実施途上の政策には様々な
課題があるにもかかわらず、説得力ある政策
分析評価を通した改善がなされづらいとい
うジレンマを生み出している。 
本研究のメンバーは、いずれもそれぞれに
日本各地の若者支援現場と密接な関わりを
もち、研究的支援を行ってきた経過を有して
いるが、そこで各々が抱いた若者支援の現状
をめぐる問題意識を共有し、本研究に依拠し
て研究者グループとしての状況打開を図り
たいと考えた。 
 
(3)欧州の動向と社会的教育学への着目 
ここで社会的教育学（Social Pedagogy）の
可能性に着目した背景には、研究代表者はじ
めメンバーがこれまでの調査研究を通して
構築してきた、ヨーロッパにおける若者支援
政策・実践との豊富なコンタクトがある。 
 ヨーロッパでは、戦後福祉国家形成過程で、
若者支援（youth work）の専門職（youth 
worker）を発達させてきた経験をもち、また
日本より早く 1980 年代に若年移行期の構造
的変容を経験したためにその後の若年政策
も蓄積されており、日本の我々にとって有益
な参照事例である。 
youth work 実践の主たる学問的背景とさ
れてきたのが、社会的教育学であり、本研究
では、今日の日本の若者支援政策の分析・評
価にあたって、社会的教育学の視座が有効・
必要ではないかとの仮説的認識を共有して
いる。 
若者政策ではともすれば就労移行率で成
果を図りがちだが、研究代表者は代表者とし
て取得した 2 度の科学研究費補助金研究
（2005～2007年度、2008～2011年度）を通
して、移行に困難を負う若者が奪われ必要と
しているのは職業能力以前に社会的関係で
あり、かつそれは「コミュニケーション能力」
不足といった個別問題ではなく、社会構造的
背景をもつ関係性問題であることを明らか
にしてきた。こうした認識に応えるのが、人
の成長・育成上の課題を社会構造的視野でと
らえる社会的教育学であると考えられる。 
 なお研究代表者は、2007-2008年度 2年間
の欧州滞在と、2 回の科学研究費補助金研究
などを通して、学問的系譜のみならずイギリ
ス、フィンランド、デンマーク、アイルラン
ドなどの若者支援関係者・団体との継続的コ
ンタクトと研究交流を重ねてきた経過から、
我々にとってヨーロッパの蓄積が意味ある
ばかりでなく、ヨーロッパもまた、若年移行
期の変容と福祉国家の再編が重なり、実践や
政策のあり方が問い直されている時期にあ
り、我々との交流・共同研究は相互的に有益
であるとも考えている。 
 
２．研究の目的 
 
(1) 我が国における若者自立支援政策の急
展開という今日的状況のもとで、その政策の
社会的作用を自律的に分析し、今後の方向性
を適切に示唆しうる政策評価の枠組みにつ
いて、欧州で発達してきたユースワーク
（Youth Work）を手がかりとしながら、日本
各地の実践現場と関わりをもつ研究者と実
践者と共同的に開発すること。 
 
(2) その際、若者支援に関する事業・政策評
価の学術的な背景として、ヨーロッパに発達
した社会的教育学（Social Pedagogy）に着目
し、フィンランド、デンマーク、イギリス、
アイルランド４カ国の研究者、行政担当者、
実践者との交流・討議を通して、日本の実
践・政策における有効な参照のあり方を共同
的に明らかにし、社会的成果として公表する
こと。 
 
３．研究の方法 
 
本研究実施のため、研究分担者だけでなく
国内外の若者支援実践の実践者含めて約 30
名の研究グループを組織した。研究会では、
若者自立支援政策に対する自律的な分析・評
価のためには、若者援助におけるユースワー
クの「専門性と公共性」を明らかにすること
がカギになるとの仮説に立って、その解明の
ために、おもに以下の方法で研究を展開した。 
 
(1) 国内外の実践現場の訪問調査、ヒアリン
グの実施 
国内については、研究会メンバーでもある
「さっぽろ青少年女性活動協会」、「NPO 法
人 文化学習協同ネットワーク」、「エルム・
アカデミー」「NPO法人 NIRE」、「京都市ユ
ースサービス協会」について訪問調査、ヒア
リングを実施した。 
 国外については、イギリス、フィンランド、
デンマークで、のべ 45 カ所の実践現場の訪
問調査とヒアリングを実施した。訪問先の詳
細は後述の「研究報告書」に記載している。 
これらの現場訪問、ヒアリングを通して、若
者援助におけるユースワークの専門性と公
共性をめぐる検討を重ねた。 
 
(2) 若者支援の事業・実践評価手法の収集、
検討 
 国内については上記訪問先、国外について
はフィンランド（ヘルシンキ市青年局）、イ
ギリス（ユースワーク研究者および In 
Defence of Youth Work）から、若者支援事
業に関する評価手法の収集や学習、ならびに、
その比較検討をおこなった。 
これらの検討経過から、若者支援実践の記
録化が評価枠組み開発にも深く関わること
を確認し、研究期間後半には、実践記録の作
成にも取り組むこととした。 
 
(3)研究成果の随時の公開、交流 
 随時の研究成果公開と研究グループ以外
からの知見を学ぶ目的で、公開形式で研究交
流の場を設けた。 
2014年 6月には、「キックオフセミナー：
若者支援・ユースワークの仕事をつくる」（開
催地：東京）、2014年 12月には、「国際交流
セミナー、ワークショップ：欧州のユースワ
ーカーと学び合う 2014」（招聘スピーカー：
Merja Hovi, Pirjo Mattila（ヘルシンキ市青
年局）、開催地：札幌市、三鷹市、相模原市、
京都市）を開催した。 
 
４．研究成果 
 
本研究を通して得られた知見は、およそ、
以下の通りである。 
 
(1）日本を含めた先進諸国における若年移行
期の構造変容のもとで、新たに台頭しつつあ
る（特に「困難層」の）若者支援実践・政策
の対象化、評価において、欧州の戦後福祉国
家体制のもとで発達した「ユースワーク」と
いう若者支援実践の「価値（場とプロセス）」
に着目する意味と意義を明らかにしたこと。 
 
(2) ユースワークの価値（場とプロセス）を
理解するうえで、子ども・若者の人生、生活、
育ちを、当人が生きてきた社会的連関、制度
的環境との関わりにおいて理解する、構造化
された認識の枠組みとしての社会的教育学
（social pedagogy）が有する意義を明らかに
したこと。 
 
(3）ユースワークの価値（場とプロセス）を
担保する「専門性と公共性」に着目する必要
性と、そのカギ概念を検討し、仮説的に以下
を抽出したこと、 
① 実践の記録化（物語化）と集団的分析
(unpick)・・・イギリスの In Defence of Youth 
Workによる Story Telling Workshopなどか
ら。 
② 実践の評価（ふりかえり）システム・・・
フィンランド、ヘルシンキ市青年局における
ピア・アセスメント、Critical Friends など
から。 
③ 同業者組織・・・ In Defence of Youth 
Work（イギリス）、National Youth Agency
（イギリス）、Community Youth Workers 
Union（イギリス）、 Alliansi（フィンラン
ド）などから 
④ 実践現場、行政、同業者組織、労働組合
を繋ぐガバナンスのシステム・・・Joint 
Negotiating Committee（イギリス）など。 
 
 これらの①～④は、要するに、 
1) 実践者が育つ社会的環境（実践の公共的・
教育的価値を学習・創造する場と装置） 
2) 若者支援実践の社会的承認を高め広げる
環境（メディアと装置） 
の必要性を示唆していると考えられる。 
 
(4) 上記の仮説に依拠し、本研究の最終報告
においては、「若者支援実践のプロセスを
Pedagogical に記録、表現する」手法の開発
を課題とし、取り組んだ。 
短期スパンで「成果」を迫る政策に翻弄さ
れがちな状況のなかで若者支援の仕事をつ
くるに際して、私たちは、内的に、実践者自
身の仕事理解を深め専門性を深化すると同
時に、外的に、仕事の社会的認知や評価を高
めうる活動・メディアとして、「実践記録」
作成の可能性を仮定した。 
ここで Pedagogicalとは、一言でいうなら、
若者支援を、教育実践としてのユースワーク
の視点でとらえ、social pedagogyをバックグ
ランドとして分析することを含意する。 
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